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制
度
の
全
体
像

　

韓
国
に
お
け
る
P
P
P
制
度
は
、

1
9
9
0
年
代
に
高
速
道
路
、
鉄
道
網
等

の
イ
ン
フ
ラ
資
産
を
早
急
に
整
備
す
る
た

め
に
導
入
さ
れ
た
。
政
府
の
予
算
措
置
が

な
く
と
も
、
民
間
事
業
者
に
イ
ン
フ
ラ
の

事
業
権
を
与
え
、
民
間
の
資
金
で
整
備
す

る
こ
と
を
可
能
と
す
る
た
め
、
94
年
に

P
P
P
法
（The Act on Prom

otion 
of Private C

apital into Social 
O
verhead Capital Investm

ent

）
が

制
定
さ
れ
た
。
な
お
、
P
P
P
法
は
、

P
P
I
法
（The A

ct on Private 

Participation in Infrastructure

）
と

名
称
が
変
更
さ
れ
た
た
め
、
以
下
で
は

P
P
I
と
呼
ぶ
。

　

P
P
I
に
つ
い
て
は
、
94
年
の
導
入
後
、

最
低
運
営
収
入
保
証
制
度
（
M
R
G
：

M
inim

um

 Reverse G
uarantee

）
の

導
入
を
含
む
99
年
の
改
革
、
P
F
I
事
業

者
に
貸
与
す
る
日
本
の
B
T
O
（Build-

Transfer-O
peration

）
手
法
に
近
い

B
T
L
（Build-Transfer-Lease

）
手

法
の
導
入
や
対
象
施
設
の
拡
大
を
含
む

2
0
0
5
年
の
改
革
、
さ
ら
な
る
P
P
I

制
度
の
活
性
化
を
目
指
し
た
15
年
の
改
革

を
経
て
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。

　

韓
国
に
お
け
る
P
P
I
制
度
は
、

P
P
I
法
、
P
P
I
法
施
行
令
、
民
間
投

資
事
業
基
本
計
画
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
構

成
さ
れ
て
い
る
。
P
P
I
法
お
よ
び

P
P
I
法
施
行
令
は
P
P
I
制
度
そ
の
も

の
に
係
る
法
令
で
あ
り
、
P
P
I
制
度
の

対
象
施
設
、
事
業
方
式
、
実
施
手
続
等
を

定
め
る
一
般
法
と
し
て
の
性
格
と
、
各
関

係
法
に
優
先
し
て
適
用
さ
れ
る
特
別
法
と

し
て
の
性
格
を
併
せ
持
つ
。
民
間
投
資
事

業
基
本
計
画
は
、
P
P
I
法
第
7
条
に
基

づ
い
て
企
画
財
政
部
（
日
本
の
財
務
省
に

相
当
）
が
策
定
す
る
も
の
で
あ
り
、

P
P
I
政
策
の
方
向
性
、
投
資
計
画
、

P
P
I
制
度
の
詳
細
な
ル
ー
ル
が
規
定
さ

れ
る
。
な
お
、
民
間
投
資
事
業
基
本
計
画

　
政
府
は
「
P
P
P
／
P
F
I
推
進
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」（
2
0
1
6
年
5
月
）
を
策
定
し
、
13
〜
22
年
度
の
10
年
間

で
21
兆
円
の
事
業
規
模
を
目
標
に
掲
げ
、
空
港
、
水
道
、
下
水
道
、
道
路
な
ど
の
公
共
施
設
等
運
営
権
制
度
（
コ
ン
セ
ッ

シ
ョ
ン
）
の
推
進
を
図
る
な
ど
、
官
民
連
携
（
P
P
P
）
事
業
や
民
間
資
金
を
活
用
す
る
社
会
資
本
整
備
（
P
F
I
）
事

業
の
さ
ら
な
る
拡
大
、
特
に
独
立
採
算
事
業
の
拡
大
を
目
指
し
て
い
る
。

　
独
立
採
算
事
業
に
つ
い
て
は
、
韓
国
に
お
い
て
、
1
9
9
4
年
の
P
P
P
法
の
制
定
後
、
既
に
2
2
9
件
（
う
ち
道
路

90
件
、
港
湾
19
件
等
。
2
0
1
5
年
末
時
点
）
も
の
事
業
が
実
施
さ
れ
て
き
た
ほ
か
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
の
供
給
主
体
で
あ

る
イ
ン
フ
ラ
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る
投
資
も
活
発
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
独
立
採
算
事
業
を
中
心
と
し
た
韓
国
に
お
け
る

P
P
P
制
度
の
概
要
と
そ
の
変
遷
、
近
年
の
改
革
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
わ
が
国
の
P
P
P
／
P
F
I
制
度
へ
の
示

唆
を
導
き
出
す
。

韓
国
に
お
け
る
P
P
P
の
取
り
組
み

独
立
採
算
事
業
を
拡
大
す
る
に
は
？

三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
&
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

研
究
開
発
部（
名
古
屋
） 

兼 

官
民
協
働
室 

副
主
任
研
究
員

上
田
義
人

　三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

経
済
政
策
部 

兼 

官
民
協
働
室 

研
究
員

馬
場
康
郎

　三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ
&
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

公
共
経
営・地
域
政
策
部 

兼 

官
民
協
働
室 

研
究
員

林
田
朋
也

解 説
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は
、
毎
年
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
さ
れ
て
い
る
。

　

韓
国
に
お
け
る
事
業
手
法
と
し
て
、
6

種
類
の
方
式
が
法
律
上
は
定
め
ら
れ
て
い

る
が
、
実
際
に
活
用
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、

独
立
採
算
型
の
事
業
手
法
で
あ
る
B
T
O

手
法
と
、
サ
ー
ビ
ス
購
入
型
の
事
業
手
法

で
あ
る
B
T
L
手
法
の
2
種
類
で
あ
る

（
図
表
1
）。

　

B
T
O
手
法
は
、
道
路
、
鉄
道
、
港
湾

等
、
利
用
料
収
入
が
見
込
ま
れ
る
イ
ン
フ

ラ
資
産
を
対
象
と
し
て
実
施
さ
れ
る
も
の

で
あ
る
。
政
府
が
民
間
事
業
者
に
対
し
て

事
業
に
係
る
権
利
を
付
与
し
た
後
、
民
間

事
業
者
が
施
設
を
建
設
、
完
成
後
に
政
府

に
寄
付
し
、
事
業
期
間
に
わ
た
っ
て
施
設

の
管
理
運
営
権
が
付
与
さ
れ
、
利
用
者
か

ら
の
利
用
料
を
徴
収
し
て
建
設
費
の
回
収
、

運
営
・
維
持
管
理
の
業
務
を
遂
行
す
る
こ

と
と
な
る
。
な
お
、
建
設
段
階
に
お
け
る

民
間
事
業
者
へ
の
支
援
の
仕
組
み
と
し
て

建
設
補
助
金
の
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
民
間
事
業
者
が
建
設
費
を
全
額

負
担
す
る
場
合
に
は
事
業
と
し
て
成
立
し

な
い
と
考
え
ら
れ
る
事
業
を
対
象
に
、
イ

ン
フ
ラ
資
産
の
性
質
ご
と
に
設
定
さ
れ
て

い
る
範
囲
（
道
路
で
あ
れ
ば
30
％
以
内
）

で
政
府
が
補
助
金
を
支
給
す
る
も
の
で
あ

る
。
ま
た
、
運
営
・
維
持
管
理
段
階
に
お

け
る
民
間
事
業
者
へ
の
支
援
の
仕
組
み
と

し
て
M
R
G
な
ど
が
あ
る
。

　

B
T
L
手
法
は
、
日
本
に
お
け
る

B
T
O
手
法
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の
流

れ
が
同
等
の
仕
組
み
で
あ
り
、
民
間
事
業

者
が
施
設
の
建
設
後
、
政
府
に
所
有
権
を

移
転
し
、
事
業
期
間
に
わ
た
っ
て
政
府
か

ら
リ
ー
ス
料
と
し
て
建
設
費
分
の
割
賦
払

い
が
な
さ
れ
る
仕
組
み
で
あ
る
。

　

な
お
、
韓
国
の
特
徴
と
し
て
、
公
共
投

資
管
理
セ
ン
タ
ー
（
P
I
M
A
C
：

Public and Private Infrastructure 

Investm
ent M

anagem
ent Center

）

の
役
割
が
大
き
い
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

P
I
M
A
C
は
、
企
画
財
政
部
管
轄
の

韓
国
開
発
研
究
院
に
置
か
れ
た
組
織
で
あ

り
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
制
定
等
、
日
本
に

お
け
る
内
閣
府
P
F
I
推
進
室
の
役
割
を

担
っ
て
い
る
。
加
え
て
、
政
府
機
関
の

P
P
I
事
業
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
役
割
を
担

っ
て
い
る
。

事
業
の
実
施
プ
ロ
セ
ス

　

P
P
I
事
業
は
、
政
府
が
公
示
し
て
民

間
事
業
者
を
募
る
政
府
公
示
事
業
、
民
間

事
業
者
側
が
提
案
書
を
提
出
し
、
政
府
が

事
業
の
適
否
を
判
断
す
る
民
間
提
案
事
業

の
2
種
類
が
あ
る
。

　

日
本
に
お
い
て
は
、
政
府
が
公
募
を
行

い
、
民
間
事
業
者
が
応
札
す
る
ケ
ー
ス
が

大
多
数
で
あ
る
が
、
韓
国
に
お
い
て
は
大

半
が
民
間
提
案
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
て

い
る
。
民
間
事
業
者
は
、
中
央
政
府
、
地

方
政
府
が
公
表
す
る
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
等
を
確
認
し
て
、
政
府
側
が
求
め

て
い
る
で
あ
ろ
う
事
業
に
係
る
事
業
計
画

書
を
作
成
・
提
出
す
る
。
独
立
採
算
事
業

に
つ
い
て
は
、
民
間
事
業
者
が
独
自
に
需

要
予
測
を
行
っ
て
資
金
計
画
を
含
む
計
画

を
策
定
す
る
。
政
府
は
当
該
計
画
書
内
容

の
適
格
性
審
査
を
実
施
し
た
上
で
、
事
業

の
採
否
を
決
定
す
る
。
事
業
と
し
て
採
択

さ
れ
る
と
、
事
業
提
案
者
以
外
の
者
の
提

案
を
受
け
る
「
第
三
者
提
案
公
告
」
が
な

さ
れ
、
第
三
者
か
ら
提
案
が
な
さ
れ
る
場

合
に
は
、
提
案
内
容
の
審
査
を
経
て
、
優

先
交
渉
権
者
が
選
定
さ
れ
る
。
な
お
、
事

業
提
案
者
に
技
術
審
査
に
お
け
る
加
点
等

の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
与
え
ら
れ
る
場
合

が
多
い
も
の
の
、
事
業
提
案
者
が
必
ず
落

札
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。

　

な
お
、
適
格
性
審
査
は
、
P
I
M
A
C

が
3
段
階
で
実
施
す
る
。
ま
ず
、
第
1
段

階
と
し
て
B
／
C
（
費
用
便
益
）
比
率

の
分
析
等
を
通
じ
て
、
当
該
事
業
の
実
施

の
可
否
が
判
断
さ
れ
る
。
続
い
て
、

V
F
M
算
定
（
経
済
面
で
の
評
価
）
が
行

わ
れ
、
P
P
I
事
業
と
し
て
実
施
す
べ
き

か
、
財
政
事
業
と
し
て
実
施
す
べ
き
か
が

判
断
さ
れ
る
。
最
後
に
、
独
立
採
算
事
業

と
し
て
の
実
施
可
能
性
が
検
討
さ
れ
、
独

立
採
算
事
業
と
し
て
可
能
で
あ
る
場
合
に

は
B
T
O
手
法
が
、
不
可
能
で
あ
る
場
合

に
は
B
T
L
手
法
が
用
い
ら
れ
る
。

制
度
の
現
状
と
改
革

　

①
案
件
数
の
推
移

　

P
P
I
事
業
の
新
規
案
件
数
は
、

P
P
I
草
創
期
は
そ
れ
ほ
ど
多
く
な
か
っ

た
が
、
M
R
G
制
度
の
導
入
、
B
T
L
手

法
の
導
入
に
よ
り
案
件
数
・
事
業
規
模
と

対象施設
投資費回収
事業リスク

事業者･
利用者･
政府の関係 サービス

提供

サービス提供

使用料
支払い

施設所有権
移転

施設
所有権
移転

事業権
付与

リース料
支払い

事業規模
（2015年12月）

民間事業者 民間事業者

政府利用者 政府利用者

229件
73.6兆ウォン

461件
30.5兆ウォン

道路、鉄道、港湾等
最終利用者の使用料
大（需要リスクを負担）

学校、下水管渠等
政府の施設リース料
小（収入は確定）

BTO BTL

施設
所有権
移転

サービス
提供

（出所）韓国企画財政部資料をもとに三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

〈図表1〉BTOとBTLの比較
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も
に
大
き
く
拡
大
し
た
。
し
か
し
、

2
0
0
8
年
の
世
界
金
融
危
機
を
受
け
た

資
金
調
達
コ
ス
ト
の
増
大
、
09
年
の

M
R
G
制
度
の
廃
止
等
の
影
響
も
あ
り
、

近
年
、
案
件
数
・
事
業
規
模
と
も
に
縮
小

傾
向
に
あ
る
（
図
表
2
）。

　

案
件
数
で
見
る
と
B
T
L
が
約
7
割
を

占
め
て
い
る
も
の
の
、
B
T
O
事
業
は
一

般
に
事
業
規
模
が
大
き
い
こ
と
か
ら
金
額

ベ
ー
ス
で
は
B
T
O
が
約
7
割
と
な
っ
て

い
る
。
B
T
O
事
業
を
分
野
別
に
見
る
と
、

道
路
の
比
重
が
高
く
な
っ
て
い
る
（
図
表

3
）。

　

な
お
、
B
T
O
事
業
に
つ
い
て
は
、
高

リ
ス
ク
で
あ
る
が
、
比
較
的
大
き
な
リ
タ

ー
ン
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
イ
ン
フ

ラ
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る
投
資
も
盛
ん
で
あ
り
、

一
定
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
が
供
給
さ
れ
て
い

る
。

　

②
M
R
G
制
度
の
概
要
と
変
遷

　

韓
国
の
独
立
採
算
型
の
事
業
方
式
で
あ

る
B
T
O
手
法
で
は
、
事
業
の
安
定
性
を

図
る
た
め
、
M
R
G
制
度
が
導
入
さ
れ
て

い
た
。

　

M
R
G
制
度
と
は
、
個
別
事
業
に
関
し

て
、
政
府
と
民
間
事
業
者
で
締
結
し
た
契

約
に
基
づ
き
、
収
入
額
が
一
定
金
額
を
下

回
っ
た
場
合
に
、
そ
の
金
額
が
補ほ

塡て
ん

さ
れ

る
制
度
で
あ
り
、
P
P
I
事
業
に
参
入
す

る
民
間
事
業
者
の
リ
ス
ク
を
下
げ
、
案
件

数
の
増
加
に
つ
な
が
っ

た
。

　

M
R
G
制
度
に
お
い

て
、
補
塡
さ
れ
る
基
準

と
な
る
金
額
の
設
定
に

当
た
っ
て
は
、
民
間
事

業
者
の
見
積
も
り
に
よ

る
と
こ
ろ
が
大
き
か
っ

た
た
め
、
民
間
事
業
者

は
過
大
な
需
要
を
見
込

む
こ
と
が
多
か
っ
た
。

ま
た
、
利
用
者
数
を
増

や
す
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

が
働
き
づ
ら
い
た
め
、

利
用
者
数
を
増
加
さ
せ
よ
う
と
し
な
か
っ

た
。
こ
う
し
た
中
、
政
府
は
巨
額
の
損
失

補
塡
が
必
要
と
な
り
、
議
会
や
国
民
か
ら

の
批
判
が
強
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
03
、

06
年
に
、
対
象
事
業
、
対
象
期
間
、
対
象

費
用
を
制
限
す
る
な
ど
M
R
G
制
度
の
対

象
範
囲
を
狭
め
る
方
向
で
の
改
正
が
進
め

ら
れ
、
09
年
に
M
R
G
制
度
は
廃
止
さ
れ

た
。
た
だ
し
、
M
R
G
制
度
が
導
入
さ
れ

て
い
た
期
間
に
事
業
契
約
が
な
さ
れ
た
事

業
に
つ
い
て
は
、
M
R
G
は
い
ま
だ
有
効

で
あ
り
、
15
年
に
お
い
て
も
約
5
5
0
0

億
ウォン
が
補
助
金
と
し
て
支
出
さ
れ
て
い
る
。

　

09
年
の
M
R
G
廃
止
に
伴
い
、
政
府
公

示
事
業
の
み
を
対
象
に
新
た
な
財
政
支
援

の
仕
組
み
と
し
て
投
資
リ
ス
ク
分
担
制
度

が
導
入
さ
れ
た
。
こ
の
制
度
は
、
運
営
期

間
に
お
け
る
利
用
料
収
入
等
が
、
投
資
原

価
水
準
（
民
間
事
業
者
が
投
入
し
た
投
資

資
金
に
、
国
債
利
率
を
加
え
た
投
資
元
利

金
を
運
営
期
間
で
分
割
し
て
算
定
す
る
金

額
）
に
達
し
な
い
場
合
に
、
そ
の
差
額
を

支
給
す
る
制
度
で
あ
る
。
翌
年
度
以
降
に
、

超
過
収
益
が
発
生
し
た
場
合
に
は
既
支
給

額
を
限
度
と
し
て
政
府
が
回
収
す
る
こ
と

と
な
る
。
た
だ
し
、
こ
の
制
度
が
適
用
さ

れ
た
事
例
は
な
い
。

　

③
直
近
の
改
革

　

M
R
G
の
廃
止
に
よ
り
、
民
間
事
業
者

が
新
た
に
独
立
採
算
型
の
P
P
I
事
業
に

参
画
す
る
こ
と
が
難
し
く
な
り
、
P
P
I

事
業
の
案
件
数
は
大
き
く
減
少
し
た
。

P
P
I
市
場
の
活
性
化
と
景
気
回
復
に
向

け
た
投
資
拡
大
の
観
点
か
ら
、「
民
間
投

資
活
性
化
方
策
」
が
15
年
4
月
に
発
表
さ

れ
、
新
た
な
事
業
方
式
と
し
て
、
事
業
リ

ス
ク
を
官
民
で
分
担
す
る
仕
組
み
で
あ
る

B
T
O
─
r
s
お
よ
び
B
T
O
─
a
が
導

入
さ
れ
た
（
図
表
4
、
5
）。

　

B
T
O
─
r
s
は
、
政
府
が
事
業
を
実

140

120
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60

40

20

0
1995 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13（年）

14.0
（件） （兆ウォン）

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

事業規模（右軸）
案件数（左軸）

アジア
通貨危機

MRG制度導入

政府公示
事業
（BTO）
が中心

民間提案事業
（BTO）が中心  

BTLが中心

BTL手法導入

世界金融危機

MRG
制度廃止

（出所）韓国企画財政部資料をもとに
　　　三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

〈図表2〉新規のPPI案件数･事業規模の推移

合計
229
100.0%
73.6
100.0%

BTO
案件数

事業規模
（兆ウォン）

BTL
案件数

事業規模
（兆ウォン）

道路
90
39.3%
43.7
59.4%

港湾
17
7.4%
6.1
8.3%

鉄道
10
4.4%
14.1
19.2%

環境
81
35.4%
6.6
9.0%

その他
31
13.5%
3.1
4.2%

合計
461
100.0%
30.5
100.0%

教育
227
49.2%
9.9
32.5%

環境
99
21.5%
7.1
23.3%

国防
77
16.7%
6.1
20.0%

鉄道
5
1.1%
5.5
18.0%

その他
53
11.5%
1.9
6.2%

（出所）韓国企画財政部資料をもとに三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

〈図表3〉事業手法別･分野別の案件数及び事業規模
　　　  （2015年12月時点）
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施
す
る
特
別
目
的
会
社
（
S
P
C
）
に
出

資
す
る
場
合
と
同
様
の
効
果
を
持
ち
、

P
P
I
事
業
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ
る

政
府
と
民
間
の
リ
ス
ク
負
担
割
合
に
応
じ

て
、
損
失
発
生
時
に
は
政
府
も
一
定
割
合

の
損
失
を
負
い
、
超
過
利
益
発
生
時
に
は

政
府
が
一
定
割
合
の
利
益
を
得
る
仕
組
み

で
あ
る
。
本
方
式
は
、
P
F
I
を
見
直
し

た
英
国
に
お
け
る
P
F
2
と
類
似
し
て
い

る
が
、
P
F
2
は
民
間
事
業
者
の
過
剰
な

収
益
を
削
減
す
る
こ
と
が
主
目
的
で
あ
る

の
に
対
し
、
B
T
O
─
r
s
は
民
間
事
業

者
の
リ
ス
ク
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
主
目

的
で
あ
る
。

　

B
T
O
─
a
は
、
民
間
事
業
者
の
損
失

に
上
限
を
定
め
、
上
限
を
超
え
る
部
分
の

全
額
に
つ
い
て
政
府
が
負
担
す
る
方
式
で

あ
る
。
収
益
が
発
生
す
る
場
合
に
つ
い
て

は
、
民
間
事
業
者
と
政
府
で
共
有
す
る
こ

と
と
な
る
。
例
え
ば
、
政
府
と
民
間
の
リ

ス
ク
負
担
割
合
を
7
対
3
に
設
定
す
る
場

合
、
元
本
部
分
の
7
割
を
「
最
小
事
業
運

営
費
」
と
し
て
定
め
、
収
入
が
最
小
事
業

運
営
費
を
下
回
る
場
合
に
は
、
収
入
と
最

小
事
業
運
営
費
の
差
額
を
政
府
が
負
担
す

る
こ
と
と
な
る
。
一
方
、
超
過
利
益
が
発

生
す
る
場
合
に
は
、
利
益
の
7
割
を
政
府

が
、
3
割
を
民
間
事
業
者
が
受
け
取
る
こ

と
と
な
る
。

　

B
T
O
─
r
s
は
民
間
事
業
者
の
損
失

に
上
限
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、

B
T
O
─
a
と
比
較
す
る
と
民
間
事
業
者

の
リ
ス
ク
は
高
く
な
る
。
B
T
O
─
a
は

民
間
事
業
者
の
損
失
に
上
限
が
設
定
さ
れ

て
お
り
、
リ
ス
ク
は
低
い
も
の
の
、
収
益

率
が
低
く
な
る
。
企
画
財
政
部
に
よ
る
と
、

B
T
O
で
は
収
益
率
が
7
〜
8
％
台
で

あ
る
事
業
は
、
B
T
O
─
r
s
で
は
5

〜
6
%
台
、
B
T
O
─
a
で
は
4
〜

5
%
台
に
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　

韓
国
で
は
政
府
に
よ
る
補
塡
の
在
り
方

は
変
わ
っ
て
き
た
が
、
損
失
発
生
時
に
は

何
ら
か
の
形
で
政
府
が
補
塡
す
る
こ
と
が

前
提
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
韓
国
の

独
立
採
算
事
業
は
、
新
規
の
イ
ン
フ
ラ
資

産
へ
の
投
資
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
た
め
、

需
要
を
見
積
も
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ

と
が
一
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。
韓
国
に

お
い
て
は
、
イ
ン
フ
ラ
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る

投
資
も
盛
ん
で
あ
り
、
一
定
の
リ
ス
ク
マ

ネ
ー
が
供
給
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
政
府

が
一
定
の
補
塡
を
行
わ
な
け
れ
ば
、
民
間

事
業
者
が
独
立
採
算
事
業
に
参
入
す
る
こ

と
は
難
し
い
。
今
般
、
B
T
O
─
r
s
、

B
T
O
─
a
の
導
入
に
よ
り
、
政
府
に
よ

る
補
塡
が
削
減
さ
れ
る
流
れ
か
ら
強
化
さ

れ
る
流
れ
へ
と
変
わ
っ
た
が
、
そ
れ
に
よ

り
P
P
I
事
業
の
新
規
案
件
数
が
再
び
増

加
す
る
か
、
今
後
も
注
視
す
る
必
要
が
あ

る
。わ

が
国
へ
の
示
唆

　

韓
国
で
は
、
こ
れ
ま
で
に
数
多
く
の
独

立
採
算
事
業
が
実
施
さ
れ
て
き
た
が
、
15

年
に
新
た
な
事
業
手
法
が
導
入
さ
れ
る
な

ど
、
政
府
に
よ
る
損
失
補
塡
の
在
り
方
に

つ
い
て
試
行
錯
誤
し
て
い
る
段
階
で
あ
る
。

現
時
点
で
は
、
少
な
く
と
も
政
府
か
ら
何

ら
か
の
損
失
補
塡
が
な
け
れ
ば
独
立
採
算

事
業
は
成
り
立
た
な
い
点
で
は
一
致
し
て

い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

　

政
府
に
よ
る
補
塡
の
要
否
は
、
需
要
を

見
積
も
る
こ
と
の
難
易
度
に
影
響
さ
れ
る
。

わ
が
国
に
お
い
て
も
新
規
の
イ
ン
フ
ラ
資

産
の
整
備
等
、
需
要
を
見
積
も
る
こ
と
が

困
難
で
あ
る
事
業
に
つ
い
て
は
政
府
に
よ

る
何
ら
か
の
補
塡
が
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
独
立
採
算
型
の
事
業
は
、
サ
ー

100
施設投資費（年間）

+運営費

契約段階
政府と民間の
リスク負担割合を
5:5と設定する場合

政府利益 20

民間利益 20

実際の収入
140

事例2
実際の運用収入が

施設投資費（年間）+運営費
を超過した場合

事例1
実際の運用収入が

施設投資費（年間）+運営費
に未達の場合

政府損失 20

実際の収入
60

民間損失 20

（出所）韓国企画財政部資料をもとに三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

〈図表4〉BTO-rsにおける政府･民間の負担額の実例

（出所）韓国企画財政部資料をもとに三菱UFJリサーチ&コンサルティング作成

〈図表5〉BTO-aにおける政府･民間の負担額の実例

政府利益 14

実際の収入
120

事例3
実際の運用収入が

最小事業運営費+未保証
投資元金を超過した場合

民間利益 6

事例2
実際の運用収入が
最小事業運営費+
未保証投資元金
に未達の場合

実際の収入
80

民間損失 20

契約段階
政府と民間の
リスク負担割合を
7:3と設定する場合

最小事業運営費
70

未保証投資元金
30

事例1
実際の運用収入が
最小事業運営費
に未達の場合

実際の収入
60

民間損失 30

政府損失 10
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ビ
ス
購
入
型
の
事
業
と
比
較
し
て
大
き
な

リ
ス
ク
が
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
民
間
事

業
者
が
「
も
う
け
る
」
こ
と
を
公
共
側
が

認
め
る
と
と
も
に
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
が
供

給
さ
れ
る
環
境
の
整
備
、
例
え
ば
S
P
C

株
式
の
売
却
を
認
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。
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─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
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